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１.１ 日立製作所の概要 

会社名 株式会社日立製作所（Ｈｉｔａｃｈｉ，Ｌｔｄ） 

創業 １９１０年 

本社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

売上収益 10兆343億円（2015年度） 

調整後営業利益*1 6,348億円（2015年度） 

EBIT*2 5,310億円（2015年度） 

親会社株主に帰属する

当期利益 
1,721億円（2015年度） 

連結従業員数 335,244名（2015年度末時点） 

連結子会社数 1,056社（2015年度末時点） 

株主総数 399,597名（2015年度末時点） 

*1：調整後営業利益＝売上収益－売上原価－販売費及び一般管理費 
*2：EBIT：Earnings Before Interest and Taxes（受取利息及び支払利息調整後税引前当期利益）   
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１.２ 日立の創業 

   １９１０年、久原鉱山の機械修理工場として、茨城県日立市にて創業

(１９２０年に会社組織として設立) 

  日立創業の精神：「和」「誠」「開拓者精神」 

   企業理念：優れた自主技術・製品の開発を通じて社会に貢献する 

創業者 小平浪平 創業小屋(1910年 茨城県) 
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１.３ セグメント別構成 （２０１５年度） 

10% 

6% 
19% 

14% 

3% 

11% 

21% 

7% 

9% 

 
 

売上収益 
10兆343億円 

 
 

■金融サービス*3 

■情報・通信システム 

■社会・産業システム*1 

■電子装置・システム 

■建設機械 

■高機能材料 

■オートモティブシステム 

■生活・エコシステム 

■その他(物流・サービス他)*2 

*1：2015年4月1日より、「電力システム」を「社会・産業システム」へ統合しています。 
*2：「その他」に含まれる（株）日立物流は、2016年5月19日付で（株）日立製作所の持分法適用会社となりました。 
*3：「金融サービス」を構成する日立キャピタル（株）は、2016年8月に（株）日立製作所の持分法適用会社となる予定です。 
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１.４ 時代に先駆けて取り組んできた社会イノベーション事業 

5 © Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 

ＯＴ 
制御・運用 

5 © Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 

ＯＴ*1×ＩＴ*2 ×プロダクト・システムで社会やお客さまにイノベーションを提供 

プロダクト・システム 
ハード・材料・ＥＰＣ*3 ・ＳＩ*4 

ＩＴ 
把握・分析・予測 

*1 OT: Operational Technology,   *2 IT: Information Technology,  *3 EPC: Engineering, Procurement and Construction 
*4 SI: System Integration 
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１.５ 社会イノベーション事業の機会拡大 

全体最適 

オープン 

コト 

個別最適 

クローズド 

モノ 

シェア 占有 

欧州 

Industrie 4.0 

中国 

中国製造2025 

日本 

Society 5.0 

北米 

Industrial Internet 

アジア 

スマートシティ 

デジタル化の進行 

アナリティクス 人工知能 ロボティクス セキュリティ 

デジタル化の進行が産業・社会インフラの再編を加速 
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１.６ 社会イノベーション事業を次のステージへ 

製品・材料事業、ＳＩ、ＥＰＣを強化、デジタル化で成長 
デジタル技術を活用した社会イノベーションを創り日立の成長を牽引 

単独（クローズ） 

応
用
（ス
ケ
ー
ラ
ブ
ル
） 

個
別
（オ
ー
ダ
ー
メ
ー
ド
） 

大規模プロジェクト 
（ＥＰＣ事業） 

ベース 
事業 

ベース 
事業 

得意分野に集中 
収益力向上 

大規模プロジェクト推進 
プロジェクトマネジメント 
 継続強化 

60.00Hz

60.00Hz

60.00Hz

OUTPUT FQ

OUTPUT FQ

OUTPUT FQ

◀ ▶

Local Command source          Remote

60.00Hz 〇10：08

◀

ベース 
事業 

強い製品への集中 
デジタル化対応強化 

協創（オープン） 

デジタル技術を活用した 
社会イノベーション事業 

（サービス事業） 

全体の成長を牽引 

牽引 
事業 

システムインテグレーション 
（ＳＩ事業） 

プロダクト 
（製品・材料事業） 

ＩｏＴ*1プラットフォーム 

*1  IoT: Internet of Things 
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１.７ ＩｏＴプラットフォームを活用した社会イノベーション 

基本機能群 

社会イノベーションのコア 
お客さまがデジタル技術によるイノベーションを早く簡単に手に入れる手段 

Lumada = illuminate data 

Ｌｕｍａｄａ の特長 

１ 

Ａｄａｐｔａｂｌｅ 

Ｓｉｎｇｌｅ Ｐｌａｔｆｏｒｍ, 
Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ 

Ｖｅｒｉｆｉｅｄ ａｎｄ Ｓｅｃｕｒｅ 

複数事業分野でソリューションを実現 
“Cross Domain Business Ecosystem” 

お客さまの資産と簡単に接続 
段階的拡張が可能(共生自律分散) 

社会イノベーションでの経験に基づく 
信頼できる技術 

Ｏｐｅｎ 

オープンアーキテクチャーで 
パートナーも利用可能 

お客さま 

ＩｏＴプラットフォーム Ｌｕｍａｄａ 

ソリューション機能群 

アナリティクス 
 

人工知能 
 

Hitachi AI  
 Technology/H 

 

共生自律分散 セキュリティ 

お客さま お客さま お客さま 

ＩＴ、  ＯＴ、  ＩｏＴ 

お客さま・ 
パートナーの 

プラットフォーム 

Industrie 4.0 

Industrial  
Internet 

中国製造2025 

Society 5.0 

他 

２ 

３ 

４ 

日立のフロント 

電力 
エネルギー 

アーバン 
金融・公共 
ヘルスケア 産業・流通・水 
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 技術開発成果の保護 
  (モノづくり・特許権中心) 

 
 自社開発前提 

 ビジネスモデルの保護 
  (コトづくり・知財全般(ﾉｳﾊｳ・ﾃﾞｰﾀを含む)) 

 
 オープン・イノベーションへの対応 
(顧客協創、データ利活用、標準化/OSS

*1
、O/C

*2
戦略) 

知財活動の変化 

エレクトロニクス量産品事業 社会イノベーション事業 

１.８ 知財活動の変化 

事業戦略の変化 

 モノづくりからコトづくりへ 
  (技術開発重視からビジネスモデル構築重視へ) 
 
 デジタル技術を活用した社会イノベーション事業の拡大 
  (IoT技術発展に伴う新たな情報財(広義の知財)の出現) 
 
 オープン・イノベーションの進展 
  (顧客/パートナー協創、エコシステム構築による事業の拡大) 

*1 OSS: Open Source Software,  *2 O/C:  Open/Close 
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１.９ IP Value ピラミッド(Edison in the Boardroom Revisited
*1

より) 

• 未来を形作る 
Level 5 
Shape   

the Future 

Level 4 
Synthesize 

Opportunities 

•知財で価値を獲得 
(事業自由度確保・他社牽
制・ﾗｲｾﾝｽ料収入 etc.) 

Level 3  
Capture Value 

•費用の効率化 
(出願・維持費削減) 

Level 2 
Manage Costs 

•事業を守る 
(知財訴訟牽制) 

Level 1 

Defend Position 

10 

•機会の統合 
 (事業戦略と知財戦略の一体化) 

IP Valueピラミッドに見る社会イノベーション事業に向けた知財活動の進展 

Level 5： 
ＩｏＴ時代に向けた知財活動
へのチャレンジ 

 
 

*1  Suzanne S. H., & Patrick H. S. (2011). Edison in the boardroom revisited (2nd ed.). New Jersey: Wiley. 
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データからの価値創出 

インフォメーション インテリジェンス ナレッジ データ 

現場の本質的課題の把握 

オープンなデータ連携環境 

人工知能、セキュリティ 等 

価値 
創出 

事業上のキーファクター 

② データ利活用の自由度確保 
③ 標準化 
④ オープンソースソフト（ＯＳＳ） 

⑤ Open/Close戦略の進化 

知財から見たチャレンジ 

① お客様との協創 

１.１０ ＩｏＴ事業における知財から見たチャレンジ 

11 
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  競争力強化・維持 

• 差別化ポイントを守る知財権取得 
• 参入障壁として知財権を活用 
• 知財リスク低減 

  特許権、意匠権、商標権、 
  特許ライセンス契約 

  顧客・パートナーとのパートナーシップ 
  構築・促進 

• 顧客訴求ポイントについて知財確保 
• パートナーシップ構築・促進へ知財活用 
• 顧客・パートナー知財の適切な取扱い 

左記 
＋著作権、営業秘密、競争法、開発契約、 
  データ取扱い、ビジネス契約 

競争戦略（Competition） 協創戦略（Collaboration） 

プロダクト事業 社会イノベーション事業 

競合／顧客／パートナー 

知財の
役割 

主な 
活動 

主な 
対象 

知財 
戦略 

知的財産権本部 知的財産権本部 

１.１１ ＩｏＴ時代の社会イノベーション事業を支える知財戦略 

12 
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２.１ 知財政策の潮流とＩｏＴ時代の知財の新たな課題 

パテントトロールの出現 

アンチパテント 

19世紀末 
トーマス・ジェファーソン 
のプロパテント政策 

1929年  
世界恐慌 

1985年 
米国プロパテント政策 
（ヤングレポート） 

現在 
IoT時代の到来 

米国独禁法強化（特許プール） 

プロパテント/アンチパテント 
の世の中（米国）の潮流 

プロパテント 
Society 5.0 
所有から共有へ 
 

新たな課題 
① Data Market: データ利活用の促進 
② AI, 3Dプリンタの創作物: 保護や所有権のあり方 
③ Block Chain: 新しい契約プラクティス（ex. Smart Contract）への対応 

法制度を超える 
市場・技術の出現 

14 

プロパテントからアンチパテント方向への揺り戻し 
特許法の法制度を超える市場・技術の出現 

出典： 小山田和将 （2016） 『 ITを巡るプロパテント/アンチパテントの潮流』 インプレスR&D を基に作成 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiT1cXRoM3NAhXHGJQKHXC0Dv4QjRwIBw&url=http://www.virtustream.com/blog/2015/10/07/key-considerations-in-architecting-sap-hana-for-the-cloud/&psig=AFQjCNEHF6No_6Hrt0ZezCJcwn2xUSBhgw&ust=1467290203560685
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjF0p6vps3NAhVJkZQKHeiLAz0QjRwIBw&url=http://blog.videoconferencingsupply.com/announcing-the-cisco-iot-system/&psig=AFQjCNGNgVnoq_HAROjsxHFq2Q3KK-G_fg&ust=1467291754176687
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=0ahUKEwjcwJ_jns3NAhUJnJQKHSWgArgQjRwIBw&url=https://www.linkedin.com/company/mozaiq-operations-gmbh&psig=AFQjCNGs-DQ5fvz6Zwd4iJ7p9-vJfMSvGA&ust=1467289691489054
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjGpKu-m83NAhUHoJQKHSkSDB4QjRwIBw&url=http://business-news.black/?p=683&psig=AFQjCNFk7amxErvOlbQvZTLOGa9MwZQuKQ&ust=1467288935585677
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwirvNi3oc3NAhWMj5QKHaaxDZ8QjRwIBw&url=http://www.healthterm.com/standardization-of-all-clinical-data-for-ibm-watson-health-globally/&psig=AFQjCNGn2_dBIQKdsCfQ4OUdZyiHTtfdIg&ust=1467290533854276
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２.２ 近年の各国特許出願の状況 

15 

日本の特許出願件数は減少、中国の特許出願件数が急増 
電気機器分野での特許出願が減少傾向 

日米欧中韓における特許出願 

出典： 特許庁 (2015) 『特許行政の最近の動向』 

出願上位３００社 分野別国内特許出願  

ＩｏＴ事業を支える技術に関する発明は積極的に特許出願されていると思われるが、 
エレクトロニクス量産品（ex. テレビ、記録装置など）の特許出願は大幅に減少している 
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２.３ データ利活用推進のための環境整備 

16 

「データ利活用推進のための環境整備を求める」 
～Society 5.0の実現に向けて～ 

 

(一社)日本経済団体連合会 (2016年7月19日) 

１．データ利活用の意義 
 

 企業の国際競争力の強化 
 個人の生活の利便性の向上 
 社会課題の解決 
 
２．データ利活用推進に向けた課題・施策 
 

 個人情報保護法制の適切な整備 
 データ利活用推進基本法の制定 
 競争力を高める社会風土の醸成 

データ 

情報 

知的
財産 

知 的 
財産権 

データの分類と関連法 (講演者作成) 
 

データ利活用推進という大きな方向性に沿った 
知財(特許権)紛争処理の議論が求められる 

不正競争防止法 
（営業秘密） 

著作権 
産業財産権（特許権等） 

民法（契約） 
 
＋ 

データ利活用 
推進基本法

（仮） 
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２.４ 知財紛争処理システムのあり方 

17 

 
イノベーションの源泉たるデータの利活用を巡っては、すでに熾烈な

グローバル競争が始まっている。日本の産業界が国際競争力を維
持するためには、データを組織や業界の枠を超えて利活用すること
でイノベーションを起こさなくてはならない （オープンイノベーション） 

 
 ＩｏＴ事業を牽引する電気機器分野を含め、特許権の行使をめぐる  

当事者間のバランスを変更する知財紛争処理システムの改正は、
PAE*１による訴訟誘発、新興国の制度追随等、イノベーションを阻害
する可能性があり、望ましくない 

 
運用面で課題のあった、証拠収集手続（特に製造方法発明の証拠

収集）は、日本企業の競争力の源泉を適切に保護するために見直
しを検討してもよいのではないか 

*1 PAE: Patent Assertion Entity 
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